
（１）事業の概要等

（２）事業費

（３）業績
単
位

1 人

2

3
展開方向 1

展開方向に
おける指標

の推移

基本施策 20
R5 R6 R7 R8

農業体験事業への参加者
数 ↗ 20 20

指標名 方向性 基準値

事業費合計（Ｃ＝Ａ+Ｂ） 千円 2,576 2,485 2,466 2,488

計（Ｂ） 千円 749 749 749 749

人件費 0

その他職員（時給×時間） 千円 0 0 0 0

0.1

正規職員（平均賃金） 千円 749 749 749 749

正規職員 人 0.1 0.1 0.1

予算額 千円 1,827 1,736 1,801 1,804 1,817

対前年比 ％ ― 95.02% 98.91% 101.28%

Ｒ5 Ｒ6

直接経費
決算額

財源

一般財源

千円

1,649 1,463 1,508

209

計（Ａ） 1,827 1,736 1,717 1,739

1,530

国・県支出金

事
業
費

項目 単位等 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

その他 178 273 209

0その他職員 人 0 0

3

根拠法令
・個別計画

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 対象
（何･誰を対象に）

○市民在住の農業技術を習得したい方や新規就農を目指
している方

目的
（何のために）

農業に関心のある市民の方を対象に、農産物の栽培技術を
学ぶことができるよう、農業体験事業を実施。

受講者の就農への意欲を高め、新たな農業の担い手の確
保・育成を目指す。

内容
（どのような方法で）

〇令和５年度の実施内容
非農家の市民が将来的に新規就農者になることを目標に、
農作業に触れる場所や機会を提供し、栽培方法や施肥、病
害虫防除に関する基本的な知識を講義を通じて習得し、ま
た、習得した知識を農場で実践、土づくりから作物収穫まで
を体験することができるよう、農業体験講座を開催した。
　新規受講者を優先し、定員に満たなかった場合のみ経験
者の再受講を認めている。

　実施期間：令和５年4月～令和６年２月（通年コース）
　実施場所：ＪＡ尾張中央小牧東部営農生活センター会議室
及び実習農場（上末字東山地内）

1 目 3 大 2 中1 事業・予算区分 一般事業 款 6 項

～ 令和８年度以降
実施計画事業

実施計画事業以外の事業 〇 担当部 地域活性化営業部 担当課・担当係 農政課

令和６年度 事務事業評価シート
事業番号 B2001

事務事業名 農業体験事業 事業期間 平成２０年度

事
業
の
概
要

小牧市まちづくり推進計
画（R5年～R8年） 分野別計画編

基
本
施

20
展
開
方



単
位

（４－１）事業の評価

千円 節 細節 細々節

こ
れ
ま
で
の

改
善
内
容

事
業
の
評
価

事業の方向性 維　持（改　善） 事業のボリュームは現状規模で維持するものの、手法の改善をするもの

事
業
の
達
成
状
況
と
課
題

農業体験事業を実施している圃場の面積と新規就農へつなげる
という目的から、２０区画が適正な規模で実施している。

　現在、生産者の主力世代である、いわゆる「団塊の世代」による
農業生産が縮小していくことが見込まれている。
　生産した農作物を農協の直売所で販売するという行為は、非農
家の新規就農者にはハードルが高い中、令和５年度は４名の受講
者が販売へとつなげることができた。

今
後
の
実
施
内
容
・
今
後
の
改
善
内
容

農業を継続していくためには、市民の農業に対する理解を深め、
関心を高めることで、地域ぐるみで農業を支える環境を醸成する
必要がある。

収穫物が取れなくなる期間である端境期対策でハウス栽培やトン
ネル栽培等の実施等について、委託先の農協と検討していく。

単
位
あ
た
り

事
業
費

受益者数（a） 人 17 26 20

活
動
指
標

農業体験事業講座の実施回
数

人

20

改善の有無 無

受益者あたり事業費（＝C/a） 円 151,505 95,561 123,280 124,380

事
務
事
業
評
価

に
よ
る
額

実績

30 30 30

実績 30 30 30 30

目標 30 30

目標

実績

目標

2

実績 4 6 4 4

Ｒ5 Ｒ6

生産した農作物を出荷した
受講者数

人
目標 2 2 2 2

指
標

指標ほか Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

成
果
指
標



（４－２）事業継続の可能性（事業のスクラップ可能性）

公
平
性

受益者負担は適正か 適正である 受講料の徴収により、受益者負担がなされている。

既に、農協への外部委託を行っており、類似の業務はな
く、定期的に内容の検討、見直しを行っている。

有
効
性

廃止・休止した場合に住民が影響を受
けるか

一部の住民に影響がある
農業に接点のない市民の方が、農業に接する機会が減
少し、非農家の新規就農者の確保が困難になると考え
る。

事
業
分
析

評価項目 評価結果 評価結果を判断した理由

妥
当
性

行政が公費を投入して実施することが
妥当か（対象を見直すことはできない

か）
妥当である

農業に接点のないより多くの非農家市民に、農業に関
心を持っていただくためには、行政の関与が必要であ
ると考える。

効
率
性

サービスを低下させずに総事業費を削
減できないか

現状のままでよい
現在、農協への委託料が事業費の大部分を占めてお
り、事業運営にあたり、農協の資材、施設、指導員を活
用することで、削減をしているため。

外部への委託や類似事業との統合に
より事業費の削減の余地はないか

現状のままでよい


